様式例１
　　　市町村フッ化物洗口事業実施要領
（趣旨）

第１条　この要領は、児童生徒のむし歯予防対策の一環として、永久歯のう蝕予防のため、集団的、継続的にフッ化物洗口を市町村内小学校・中学校において行う　　市町村フッ化物洗口事業　　（以下「事業」という。）の実施に必要な事項を定める。

（対象）

第２条　市町村内小学校・中学校に在籍する児童生徒で保護者が希望するものとする。

（実施時期）

第３条　市町村内小学校・中学校において　　年度から一斉にフッ化物洗口を実施する。

（事業の実施主体）

第４条　事業の実施主体は、　　市町村教育委員会（以下「教育委員会」という。）とする。

（事業実施計画の策定）

第５条　小学校及び中学校のフッ化物洗口実施計画（様式第１号＝P.40、様式例４－１）については年度教育計画の一環として立案し、教育委員会へ提出する。

２　教育委員会は、歯科医師会、学校長及び保護者の意見並びに前項のフッ化物洗口実施計画を　　参考に、事業実施計画（P.48、様式例５－2）を策定するものとする。

（学校における職務分担）

第６条　学校長は、学校における事業の総括を行い、教職員は洗口液の保管等日常の運営を担当し、その職務分担を明確にしておくものとする。

（事業の実施）

第７条　事業は、第５条第２項の事業実施計画に基づき、次の各号により実施する。

（１）小学校及び中学校施設の規模、実情を考慮し、各学校長と協議し、実施日程等について決定する。

（２）洗口に使用する薬剤は、ミラノール顆粒（以下「薬剤」という。）とし、学校歯科医の指導により、水溶液として使用する。

（３）薬剤の調製及び溶解については、学校歯科医・学校薬剤師が行うものとする。

（４）事業に必要な器具及び器材の準備、薬剤の処方、薬剤の管理、洗口液の調製等については、歯科医師の薬剤の処方の指導を受けるものとし、学校ごとの指導は当該学校歯科医とする。

（５）学校長は、フッ化物洗口の効果を低下させないため、対象者が洗口後３０分間は飲食物を
とらないような時間帯を設定するものとする。

（事前準備）

第８条　教育委員会及び学校長は、次の事項について準備を進めるものとする。

（１）希望調査について

　　ア　教育委員会は、毎年度４月上旬に校長を通じて全児童・生徒の保護者に対し、フッ化物　　洗口有無の希望調査をする。（P.39、様式例３）
　　イ　小学校新１年生については、入学説明会等の機会を利用しパンフレット等（P.57、様式例12）により学校が説明を行う。必要に応じ学校歯科医に指導、助言を依頼する。

　　ウ　転入児童生徒については、パンフレット等により、　　市町村におけるフッ化物洗口実施状況を説明し、その都度希望調査を行う。

（２）洗口液保管庫の準備

　　洗口液は施錠設備のある戸棚又は金庫等に他の物と区別して保管し、適正な管理を行うものとする。

（３）実施前の練習期間

　　事業実施前の１～２週間を練習期間として設け、水道水を利用して練習させるものとする。
洗口動作が確実にできない者に対しては、水道水を使用して十分できるまで練習を続ける。

（フッ化物洗口の実施手順）

第９条　各クラスでの洗口実施方法、後始末等フッ化物洗口の手順については別紙「フッ化物洗口の手順」（P.41、様式例４－２）に基づき実施するものとする。

（フッ化物洗口を希望しない者等への配慮）

第１０条　フッ化物洗口を希望しない旨事前に申し出のあった者又は洗口動作が不十分な者等に対しては、ミラノール顆粒水溶液の代わりに水道水を用いて洗口させる等の配慮を行うものとする。

（関係機関との連携）
第１１条　事業の実施にあたり「　　市町村学校保健会」並びに保健関係諸機関等と十分連携を　　図り、事業の実施について協力を求めると共に必要に応じ指導助言を求めるものとする。

２　教育委員会は、校長及び教職員に対し事業の趣旨を十分説明し、理解と協力を求めるものと　　する。

（事業の評価）

第１２条　教育委員会は、学校歯科医並びに各小・中学校の協力を得て、児童生徒歯の状態調べ（P.46、様式例４－５③）の結果を各年ごとに集積し、一定期間経過後事業の評価を行うものとする。

　　　附　則

　この要領は、　　　年　　　月　　　日から施行する。
当様式例は、教育委員会が実施主体となり、ミラノール顆粒を使用し、学校薬剤師がフッ化物洗口液を調製する内容となっています。各市町村の実情に応じて適宜修正してご活用ください。









